







　By examining the institutional evolution of the pension plans, this paper provides a detailed 
analysis of the background, purpose and content of the reform of the defined contribution pension 
system in Japan. Considering the reform of this system from the perspective of financialization, this 
paper also analyzes the connection between financialization and the expansion of defined contribution 
pension plans. This paper, furthermore, explores the implications of this reform in the context of the 
interaction between economy and society.
Ⅰ　はじめに
　年金は多くの人々にとって老後生活の支えとなる重要なものである。日本では，1959年に「国民年金





















































































































化させることになる。それと同時に，現役世代 1 人当たりの負担も重くなりつつある。図表 1 の通り，少
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　「確定拠出年金法」の第一章第一条（目的）には，「この法律は，少子高齢化の進展，高齢期の生活の多
様化等の社会経済情勢の変化にかんがみ，個人又は事業主が拠出した資金を個人が自己の責任
0 0 0 0 0
において
運用の指図を行い，国民の高齢期における所得の確保に係る自主的な努力




































































他の企業年金等 1 を実施していない場合 他の企業年金等を実施している場合
制度創設時 月額36,000円 月額18,000円
2004年10月 月額46,000円 月額23,000円


















































































































































































































































































加入者数のすべてが一貫して増加していることがわかる 24）。2019年度末（2020年 3 月末）時点では，承認
規約数6,435件，実施事業主数 36,018件，加入者数723.1万人となっている。
（ 2 ）個人型DC
　一方，個人型DCの実施状況は，図表 9 の通りである。2002年 1 月の制度施行後，加入者数・登録事業
所数ともに年々増加している。特に，2017年 1 月の加入対象者の拡大後に，それまでの増加傾向に比べ，
加入者数も登録事業所数も急増していることは注目に値するであろう。2019年度末（2020年 3 月末）時
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